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回次
第59期

第１四半期累計期間
第60期

第１四半期累計期間
第59期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 1,948,566 2,050,338 7,949,931

経常利益 （千円） 264,562 145,992 729,208

四半期（当期）純利益 （千円） 180,215 98,767 491,898

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,989,630 1,989,630 1,989,630

発行済株式総数 （千株） 1,922 1,922 1,922

純資産額 （千円） 8,745,122 9,016,465 9,021,770

総資産額 （千円） 10,645,063 12,860,495 13,186,487

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 94.31 51.69 257.43

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 50.00

自己資本比率 （％） 82.2 70.1 68.4

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益は、持分法適用会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
(１)経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のまん延防止等重点措置が全面解除さ

れ、新規感染者数が減少するのに伴い緩やかに回復を続けております。しかしながら、ウクライナ情勢などの地政

学リスクの高まりや急激な円安の進行により、原材料価格やエネルギー価格が高騰を続けており、景気の先行きが

ますます不透明となっております。

食品業界におきましては、コロナ禍における新しい生活様式に基づく消費者需要の変化への対応が求められてい

るなか、原材料価格やエネルギー価格の先行き不透明感、新型コロナウイルス感染症の新たな変異株の発生リス

ク、物価上昇に伴うお客さまの節約志向や低価格志向の高まりなど、経営環境は一層厳しさを増してきておりま

す。

このような状況の中で、当社では本年６月の製品価格改定の影響もあり、売上高は2,050百万円（前年同四半期

比5.2％増）となりましたが、損益面につきましては、本年３月に完成した佐賀工場の減価償却費が増加したこと

等により、営業利益は132百万円（前年同四半期比47.5％減）、経常利益は145百万円（前年同四半期比44.8％

減）、四半期純利益は98百万円（前年同四半期比45.2％減）となりました。

(２)財政状態の状況

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ325百万円減少しました。これは主に有価証券

が300百万円減少したこと等によるものであります。

また、負債は、前事業年度末に比べ320百万円減少しました。これは主に未払金が218百万円、長期借入金が72百

万円減少したこと等によるものであります。

(３)経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(４)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

(５)研究開発活動

当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

なお、研究開発費として特に計上すべき金額はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,750,000

計 2,750,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
  （2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,922,000 1,922,000 福岡証券取引所
単元株式数

100株

計 1,922,000 1,922,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高

（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 1,922,000 － 1,989,630 － 1,989,711

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 11,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,908,600 19,086 －

単元未満株式 普通株式 2,200 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,922,000 － －

総株主の議決権 － 19,086 －

①【発行済株式】

2022年６月30日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数(株)

他人名義所有株

式数(株)

所有株式数の合

計(株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

株式会社マルタイ
福岡市西区今宿青木

1042番地１
11,200 － 11,200 0.58

計 － 11,200 － 11,200 0.58

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2022年４月１日から2022年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
(2022年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 758,520 783,643

受取手形及び売掛金 2,443,073 2,305,525

有価証券 500,000 200,000

商品及び製品 288,669 359,515

仕掛品 64,112 52,618

原材料及び貯蔵品 80,722 81,558

その他 521,994 559,559

流動資産合計 4,657,093 4,342,420

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,656,595 3,609,851

機械及び装置（純額） 1,936,785 1,954,717

土地 1,616,618 1,616,618

建設仮勘定 148 55

その他（純額） 277,643 270,353

有形固定資産合計 7,487,791 7,451,596

無形固定資産 202,339 228,223

投資その他の資産

投資有価証券 708,516 696,686

その他 130,746 141,567

投資その他の資産合計 839,262 838,254

固定資産合計 8,529,394 8,518,074

資産合計 13,186,487 12,860,495

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
(2022年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,051,435 1,043,103

１年内返済予定の長期借入金 288,000 288,000

未払金 717,542 499,059

未払法人税等 114,211 56,796

賞与引当金 86,881 143,433

その他 75,104 80,349

流動負債合計 2,333,175 2,110,741

固定負債

長期借入金 1,544,000 1,472,000

繰延税金負債 72,030 66,435

退職給付引当金 135,896 136,024

役員退職慰労引当金 46,927 28,144

資産除去債務 7,777 7,777

その他 24,909 22,904

固定負債合計 1,831,541 1,733,287

負債合計 4,164,717 3,844,029

純資産の部

株主資本

資本金 1,989,630 1,989,630

資本剰余金 1,989,711 1,989,711

利益剰余金 4,831,783 4,835,011

自己株式 △32,515 △32,515

株主資本合計 8,778,609 8,781,837

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 243,161 234,628

評価・換算差額等合計 243,161 234,628

純資産合計 9,021,770 9,016,465

負債純資産合計 13,186,487 12,860,495
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（単位：千円）

 前第１四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

売上高 1,948,566 2,050,338

売上原価 1,220,917 1,388,528

売上総利益 727,649 661,809

販売費及び一般管理費 475,631 529,389

営業利益 252,018 132,419

営業外収益

受取利息 88 33

受取配当金 6,919 8,222

その他 5,574 6,534

営業外収益合計 12,582 14,790

営業外費用

支払利息 － 1,063

その他 37 153

営業外費用合計 37 1,217

経常利益 264,562 145,992

特別損失

固定資産除却損 533 －

特別損失合計 533 －

税引前四半期純利益 264,029 145,992

法人税、住民税及び事業税 86,746 48,762

法人税等調整額 △2,932 △1,538

法人税等合計 83,814 47,224

四半期純利益 180,215 98,767

（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、従来、定率法（ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法）を採用しておりましたが、当第１四半期会計期間より定額法に変更しております。

高品質でコスト競争力のある製品を中心とした経営戦略のもと、当社の事業計画の柱である佐賀工場の本格

稼働という内部環境の変化を契機として減価償却方法を再検討した結果、これまでの実績や使用状況及び将来

の使用計画等から今後生産設備が長期にわたり安定的に稼働すると見込まれることから、耐用年数にわたり均

等に費用配分することが当社の実態をより適切に表すと判断したことによるものであります。

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税

引前四半期純利益はそれぞれ43,577千円増加しております。

前第１四半期累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年６月30日）

減価償却費 70,569千円 126,073千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月23日

定時株主総会
普通株式 114,648 60 2021年３月31日 2021年６月24日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日

定時株主総会
普通株式 95,540 50 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

配当金支払額

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は食品製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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前第１四半期累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年６月30日）

売上高

棒ラーメン 654,550千円 630,837千円

皿うどん 597,667 630,818

カップめん 564,677 631,194

袋めん 117,905 152,005

その他 13,765 5,482

顧客との契約から生じる収益 1,948,566 2,050,338

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 1,948,566 2,050,338

（収益認識関係）

当社は食品製造事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のと

おりであります。

前第１四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 94円31銭 51円69銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 180,215 98,767

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 180,215 98,767

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,910 1,910

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月10日

株式会社マルタイ

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

福岡事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久保　英治

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 谷間　　薫

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マル

タイの2022年４月１日から2023年３月31日までの第60期事業年度の第１四半期会計期間（2022年４月１日から2022年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マルタイの2022年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなか

った。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は有形固定資産（リー

ス資産を除く）の減価償却方法について、従来、定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用していたが、当第１

四半期会計期間より定額法に変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。



（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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【提出先】 福岡財務支局長
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【英訳名】 MARUTAI CO.,LTD.
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【表紙】



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長川島英広は、当社の第60期第１四半期（自2022年４月１日　至2022年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。


